
 

東京都児童福祉審議会 第４ 回専門部会 

（ 新たな社会的養育推進計画の策定に向けた検討）  

 
日時： 令和６ 年１ ０ 月２ ９ 日（ 火曜日） 午後５ 時～午後８ 時 

場所： 第一本庁舎 ４ ２ 階北側 特別会議室 A 

 

 

 

 
 
 

１  議事  
 

 

（ １ ） 計画骨子案検討 

 

第１ 章 基本的考え方と 全体像 

第２ 章 東京都の状況 

第３ 章 東京都における具体的な取組 

 

目標１  当事者である子供の権利擁護の取組の充実 

目標２  パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築 

目標３  家庭と 同様の環境における養育の推進 

目標４  施設におけるできる限り 良好な家庭的環境の整備 

目標５  心理的・ 治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実 

目標６  社会的養護のも と で育つ子供たちの自立支援 

目標７  児童相談体制の強化 

目標８  一時保護児童への支援体制の強化 

目標９  子供と 子育て家庭を支える専門人材の確保・ 育成・ 定着 

 

（ ２ ） 一時保護所の体制強化に係る緊急提言 

 

 

【 資料】  

資料 １  東京都児童福祉審議会専門部会委員名簿及び事務局名簿 

資料 ２  第１ ・ ２ ・ ３ 回児童福祉審議会専門部会 委員意見・ 都の考え方 

資料 ３  新たな社会的養育推進計画の構成案 

資料 ４  東京都社会的養育推進計画骨子案 

資料 ５  社会的養育推進計画における「 代替養育が必要な児童数」 について 

資料 ６  東京都一時保護所の設備及び運営に関する基準についての緊急提言（ 案）  

資料 ７  心理的・ 治療的ケア体制の集中討議について 

  

  

資料集 国通知、 次期社会的養育推進計画策定要領全体等 
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■委員名簿
（五十音順、敬称略） 令和６年９月６日現在

所               属 専門分野

掛 川
カ ケ ガ ワ

亜 季
ア キ

弁護士 司法関係

木 村
キ ム ラ

秀 樹
ヒ デ キ

福生市子ども家庭部こども家庭センター課長 関係行政機関

齋 藤
サ イ ト ウ

弘 美
ヒ ロ ミ 社会福祉法人大洋社常務理事

大田区立ひまわり苑統括施設長
母子生活支援施設

左 近 士
サ コ ン シ

美 和
ミ ワ

中央区福祉保健部子ども家庭支援センター所長 関係行政機関

新 保
シ ン ボ

幸 男
ユ キ オ

◎ 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授
児童福祉

（児童家庭福祉）

高 田
タ カ ダ

真 里
マ リ

公募委員 都民公募

田 中
タ ナ カ

れ い か 一般社団法人たすけあい代表理事
児童福祉

（社会的養護）

都
ツ

留
ル

和 光
カ ズ ミ ツ

社会福祉法人二葉保育園 二葉乳児院 施設長 児童福祉施設

中
ナカ

板
イ タ

育 美
イ ク ミ

◎ 武蔵野大学看護学部教授 公衆衛生

能 登
ノ ト

和 子
カ ズ コ

特定非営利活動法人東京養育家庭の会理事長 養育家庭

古 川
フ ル カ ワ

康 司
コ ウ ジ

中野区児童相談所長 関係行政機関

増 沢
マ ス ザ ワ

高
タカシ 社会福祉法人横浜博萌会 子どもの虹情報研修センター

副センター長
臨床心理学

宮 原
ミ ヤ ハ ラ

理 恵
リ エ

公募委員 都民公募

武 藤
ム ト ウ

素 明
ソ メ イ 社会福祉法人二葉保育園常務理事

二葉学園 統括施設長
児童福祉施設

横 堀
ヨ コ ボ リ

昌 子
マ サ コ

〇 青山学院大学コミュニティ人間科学部教授
児童福祉

（社会的養護）

米 山
ヨ ネ ヤ マ

明
アキラ 社会福祉法人全国心身障害児福祉財団 全国療育相談センター

センター長
小児科医

柏 女
カ シ ワ メ

霊 峰
レ イ ホ ウ ＊

淑徳大学総合福祉学部教授
児童福祉

（児童家庭福祉）

東京都児童福祉審議会  専門部会
（ 新たな社会的養育推進計画の策定に向けた検討）

氏  名

◎部会長　〇副部会長　＊オブザーバー
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■事務局名簿

職　　　　　　　名 氏　名

子供・子育て支援部長 西　尾　　寿　一

子供・子育て施策推進担当部長 瀬　川　　裕　之

総合連携担当部長（児童相談センター次長兼務） 竹　中　　雪　与

子供・子育て支援部企画課長 吉　川　  千賀子

子供・子育て支援部家庭支援課長 安　藤　　真　和

子供・子育て支援部育成支援課長 岡　本　　香　織

子供・子育て支援部子供・子育て計画担当課長 平　川　　祥　子

子供・子育て支援部事業調整担当課長 横　森　　幸　子

子供・子育て支援部事業連携担当課長 砂　賀　　満　帆

児童相談センター総合連携担当課長 志　田　　隆　英

八王子児童相談所児童福祉相談専門課長
（児童相談センター児童福祉相談専門課長兼務）

奥　村　　理　加

足立児童相談所長 辰　田　　雄　一

萩山実務学校管理課長 弥　重　　寿　樹

障害者施策推進部障害児・療育担当課長 菱　田　　   彰　

子供・子育て支援部企画課統括課長代理（計画担当） 加　藤　　悦　宏

子供・子育て支援部企画課課長代理（調整担当） 若　林　　大　輔

子供・子育て支援部企画課課長代理（権利擁護担当） 片　岡　　智　明

子供・子育て支援部企画課課長代理（権利擁護調整担当） 山　根　  諒　子

子供・子育て支援部家庭支援課統括課長代理（子育て事業担当） 松　川　　邦　夫

子供・子育て支援部家庭支援課課長代理（児童相談所運営担当） 伊　東　　大　輔

子供・子育て支援部家庭支援課課長代理（地域連携担当） 西　沢 　　　佳　

子供・子育て支援部家庭支援課課長代理（児童相談所連絡調整担当） 山　崎  　信　尚

子供・子育て支援部家庭支援課課長代理（児童相談所連絡調整担当） 荻　原　　純　菜

子供・子育て支援部家庭支援課課長代理（母子保健担当） 川　嶋　　直　樹

子供・子育て支援部家庭支援課課長代理（多機関連携担当） 山　崎　　貴　博

子供・子育て支援部育成支援課統括課長代理（児童施設担当） 西　嶋　　咲　絵

子供・子育て支援部育成支援課課長代理（乳児院担当） 沢　辺　　小　織

子供・子育て支援部育成支援課課長代理（事業調整担当） 水　上　　雄　太

子供・子育て支援部育成支援課課長代理（児童施設運営支援担当） 松　下　　惠　美

子供・子育て支援部育成支援課課長代理（里親担当） 山　口　　美　紀

子供・子育て支援部育成支援課課長代理（里親調整担当） 加　藤 　　　亨　

子供・子育て支援部育成支援課課長代理（里親調整担当） 関　口　　麻　美

障害者施策推進部施設サービス支援課課長代理（児童福祉施設担当） 海老沼　 香　織

子供・子育て支援部企画課課長代理（児童福祉審議会担当） 吉　川　　涼　子

子供・子育て支援部企画課子供・子育て施策推進担当 堀　江　　真理子

子供・子育て支援部企画課計画担当 山　中　　尚　也

幹　　事

書　　記

関係者等

事 務 局

役　職

幹 事 長
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目標① 当事者である 子供の権利擁護の取組の充実

〇子供の権利ノ ート

・ SNSの存在など、 子供の権利を保障する 具体的な中身が時代と と も に変わってき ている ため、 早急に改訂

すべき 【 武藤委員】

・ 親向けのも のも 作成する べき （ 子供の頃に権利侵害さ れた経験を持つ親から する と 、 子供だけが権利を守

ら れる こ と が理解でき ないこ と も ある ため、 そのよ う な視点から ） 【 齋藤委員】

・ 乳児院で作成し たも のなどを参考に、 新たに里親委託児童向けのも のも 作成すべき 【 横堀副部会長 】

【 委員から の主な意見】

〇意見表明等支援事業

・ 区児相の中でも 実施有無が分かれている 状況なので、 都内全域で実施し ていく こ と を都主導で徹底し てほ

し い【 武藤委員】

・ 形式だけの制度になら ないよ う 、 制度が機能し ている か（ 意見表明だけにと ど ま ら ず、 意見表明さ れた内

容が実現し ている か） のチェ ッ ク 機能が働く よ う にし てほし い【 武藤委員、 掛川委員】

・ 意見表明等支援員の養成と いう 視点も 入れてほし い【 古川委員】

・ 先行し て実施し ている 区児相から 、 成果・ 課題等を確認すべき 【 横堀副部会長 】

〇子供の権利擁護に係る 環境整備

・ 都児相・ 区児相が並立し ており 、 かつ移行期である こ と も 踏ま え、 子供自身がどこ にど のよ う な内容を伝

えれば自分が苦情申し 立てをでき る のかでき る 限り 具体的に啓発パンフ レ ッ ト 等に盛り 込み、 制度を分かり

やすく 周知し ていく 必要がある 【 掛川委員】

・ 子供の権利擁護のためには、 意見表明等支援員だけでなく 、 施設職員や里親、 親など 様々な立場の人が意

見を受け止める こ と が大事である こ と を、 広く 正し く 啓発し ていく こ と が重要【 増沢委員】

資料２
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目標① 当事者である 子供の権利擁護の取組の充実

〇その他

・ 正し い制度理解を促すため、 意見表明等支援事業についても 被措置児童等の権利擁護に関する 説明会に組

み込むなど 、 養育者への啓発を実施すべき 【 横堀副部会長 】

・ 各種説明会などの対象に、 母子生活支援施設も 入れてほし い【 齋藤委員】

・ 権利侵害を訴える こ と ができ る こ と も 大事だが、 子供自身が、 子供に関する 施策やサービス に対し て提案

でき る 場を作っていく と いう 視点も 重要【 増沢委員】

・ 当事者向けの、 生い立ちを知る 権利の保障と いう 視点も ある と 良い【 田中委員】

【 委員から の主な意見】
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目標② パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築

【 委員から の主な意見】

〇妊娠期から 子育て期にわたる 切れ目のない支援の実施・ 充実

（ 家庭支援事業等、 地域子育て支援）

・ 家庭支援の中で本当に大事なのはショ ート ス テイ 。 継続的にショ ート ス テイ を利用し ていく こ と が家族維

持につながっていく ため、 ショ ート ス テイ の強化をし っかり と 考えたほう が良い【 柏女委員】

・ 施設における ショ ート ス テイ について、 財政面での自治体間格差がかなり ある 。 地域によ っては予算不足

で子育て支援策を十分に実施でき ていない実態がある ため、 都と し て財政支援を行い地域における 子育て支

援を後押し し てほし い【 武藤委員】

・ 地域子育て支援に関わる 人材の育成も 都と し て十分に実施すべき 【 武藤委員】

・ 祖父母の介護をし ていたり 、 精神疾患の方も 多く 、 子供や家庭への支援をすべてこ ど も 家庭センタ ーだけ

で対応でき る わけではない。 そのため、 包括的・ 分野横断的なシス テムを構築する 必要がある 【 柏女委員】

・ ショ ート ス テイ について、 要支援家庭の利用率が低い実態がある ため、 利用者にと ってのス ティ グマと な

ら ないよ う 、 ど う すれば利用のハード ルを下げら れる か検討し てほし い【 田中委員】

・ 里親家庭の新規開拓にあわせて、 協力家庭(ショ ート ス テイ )の新規開拓も 併記し 推進でき れば良い【 左近

士委員】

（ と う き ょ う ママパパ応援事業）

・ 両親がいる こ と が前提での出産に感じ ら れる ため、 「 シングルママ・ シングルパパく ら し 応援ナビ

Tokyo」 と ネッ ト 上でリ ンク する など 、 情報を共有化でき る よ う な仕組みも 考えてほし い【 齋藤委員】

・ 保護者側のス ティ グマと なら ない素晴ら し い予防的支援。 誇り をも って進めてほし い【 増沢委員】

・ 面談の機会の創出、 人間関係の構築と いう 面で非常に役立っている ため、 継続ある いはさ ら なる 充実をぜ

ひお願いし たい【 木村委員】
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目標② パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築

【 委員から の主な意見】

〇妊娠期から 子育て期にわたる 切れ目のない支援の実施・ 充実

（ 特に支援が必要な妊産婦への支援）

・ 都内全域（ 場合によ っては、 県境を超えた調整も ） のネッ ト ワ ーク を構築する こ と が重要【 齋藤委員】

・ 0歳児死亡事例のケース には精神的な課題を抱える 母親が多いこ と を踏ま え、 精神保健と 周産期支援が協

働し たシス テム構築も 視野において早期支援を考えてほし い【 増沢委員】

・ 母子生活支援施設は子育て期から ではなく 、 妊産婦の支援も 行っている ため部会資料を修正し てほし い

【 齋藤委員】

・ 生ま れる 前から のサポート がある と 、 支援者と の間で自然と 軟ら かい形で関係性が作ら れていく ので、 一

連の流れの中で支援し ていく のが重要と 感じ ている 。 そのため、 例えば妊産婦等生活援助事業にし っかり 予

算を付けて事業化する こ と が重要である と 考える 。 ま た、 シームレ ス な支援体制のためには、 生活援助に地

域の保健も 入る よ う にし て、 保健と の連携・ 協働のも と 取り 組んでも ら いたい【 齋藤委員、 中板委員】

-7-



目標② パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築

〇家庭養育優先原則と パーマネンシー保障に基づく ケース マネジメ ント の徹底

・ 措置や委託中のケース の見直し ではなく 、 今、 在宅で支援し ている 児童たちの支援をどう 充実さ せてパー

マネンシー保証し ていく のかと いう 観点がこ こ では重要なのではないか【 古川委員】

・ パーマネンシー保障と いう 点で考える と 、 人生早期の分離体験は最後の手段であり 、 そう し なければなら

ない場合においても 、 可能な限り 母子を一緒に支援でき る 体制をよ り 拡充し てほし い【 増沢委員】

・ ま ずは里親、 と いう 書き 方ではなく 、 子供を中心に家族、 里親、 施設職員など 様々な支援者がき ちんと

ネッ ト を組んで切れずに支援し ていく =「 人生の連続性の保障」 と いう 観点から 書いてほし い【 増沢委員】

・ 母子生活支援施設で親子関係再統合する ケース が増えており 、 そのよ う な活用の仕方も ある と いう こ と を

認識、 重要視し てほし い【 齋藤委員】

・ 子ど も の立場から 実親と 生活でき る よ う に支援する 方法と し て、 必要に応じ て児童相談所から 、 母子生活

支援施設の利用を提案でき る よ う にする と と も に、 その方法を周知し てほし い【 齋藤委員】

・ 親の障害が課題になっており 、 障害のケース ワ ーカーと 同行受診をする 事例が頻出し ている ため、 地域の

障害関係機関と の連携が重要である 【 木村委員】

・ 毎日の送迎で必ず安否確認、 見守り ができ る と いう 点で幼稚園・ 保育園は重宝さ れる ので、 そのよ う な観

点も 注記し ても ら いたい【 木村委員】

【 委員から の主な意見】
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目標② パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築

【 委員から の主な意見】

〇里親委託に向けた児童相談所の体制

・ 都内すべての乳児院がショ ート ス テイ に取り 組んでおり 、 乳児院に求めら れる 役割と し て一時保護委託や

ショ ート ス テイ の割合が高く なっている 中で、 里親委託をど のよ う な形で進めていく か検討し てほし い

【 都留委員】

・ 施設入所や里親委託に際し て保護者同意を得る のが困難と いう 状況がある ため、 同意を取る 際の弁護士等

の役割が非常に大き く なっていく 【 都留委員】

・ 児童相談所に配置さ れている 里親養育支援児童福祉司や養育家庭専門員と 、 フ ォ ス タ リ ング機関の業務分

担がはっき り せず、 フォ ス タ リ ング機関の機能が十分に生かさ れていない。 児童相談所と フ ォ ス タ リ ング機

関の関係を明確にし て里親支援に取り 組んでも ら いたい【 能登委員】

〇その他

・ 施設に児童家庭支援センタ ーの実施を認め、 児童相談所及び子供家庭支援センタ ーと 連携し ながら 子供家

庭支援に取り 組むと いう シス テムを試行し てはどう か【 武藤委員】

・ 現状、 要保護児童と し て把握でき ていない児童が一定数存在する と 思われる ため、 福祉部門と 、 学校や保

育所等の身近な支援者と の協働での支援など、 子供の困難状況の把握についての取組等を計画の中に入れ込

んでほし い【 増沢委員】

・ 在宅で家族と 生活し ている 子ど も や親へ支援の重要性を感じ たため、 （ ４ ） と し て、 「 家庭養育優先原則

と パーマネンシー保障の考え方に基づく 、 実親と の生活支援」 の追加をお願いし たい【 齋藤委員】
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目標③ 家庭と 同様の環境における 養育の推進

【 委員から の主な意見】

〇里親等支援業務の包括的な実施体制の構築

・ 里親が気軽に相談でき る よ う 、 徹底し て地域密着型にする 必要がある のではないか。 現在、 フォ ス タ リ ン

グ機関は児童相談所の中に補完する よ う な形で入っている が、 里親から は、 も っと 児童相談所から 独立し て

民間性が担保さ れ、 なんでも 相談でき る よ う な体制にし た方がいいのではないかと いった意見がある

【 武藤委員】

・ 里親支援センタ ー化する 場合には、 国基準だと 職員が減る こ と も 想定さ れる が、 体制は変えず職員配置を

キープし てほし い【 武藤委員】

・ 児童相談所に配置さ れている 里親養育支援児童福祉司や養育家庭専門員と 、 フ ォ ス タ リ ング機関の業務分

担がはっき り せず、 フォ ス タ リ ング機関の機能が十分に生かさ れていない。 児童相談所と フ ォ ス タ リ ング機

関の関係を明確にし て里親支援に取り 組んでも ら いたい（ 再掲） 【 能登委員】

・ 都が独自で、 里親支援センタ ーが養子縁組成立後の支援も でき る よ う にし ても いいのでは【 柏女委員】

〇里親登録数の拡大に向けたリ ク ルート 活動

・ フ ォ ス タ リ ング機関ができ たこ と でよ り き め細かなリ ク ルート ができ る よ う になったが、 今のま ま のやり

方ではう ま く いかないこ と も ある 。 職業里親のよ う なこ と も 考えつつ、 施設や保育所で働いた経験があり 里

親になる 意向がある 方が里親になれる よ う 、 里親手当を払う こ と も 一つの方法ではないか【 能登委員】
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目標③ 家庭と 同様の環境における 養育の推進

【 委員から の主な意見】

〇里親の負担軽減等

・ 子供の思春期に里親が耐えら れないと いう ケース も ある ため、 施設に入所し たら そのま ま 面会も でき ず交

流も でき ないと いう 仕組みを変えて、 1年間ほど 施設に入れて、 安定し た関係が保たれる よ う になったら 里

親の元に戻すこ と も でき る よ う になる と 良いのではないか【 能登委員】

・ アセス メ ント なく 一時保護委託さ れ、 そのま ま 本委託と なる ケース も ある が、 一度は一時保護所や施設で

アセス メ ント をし て子供の状況が分かった時点で本委託に変えても ら う 方が、 不調を招かなく て済むのでは

ないか。 ま た、 里親登録数も 増える のではないか【 能登委員】

・ 海外では、 里親委託し ながら 施設の高機能を活かし 、 アセス メ ント し た上で回復に向けた専門的な支援を

行う など 、 里親の永続的な支援が保障出来る よ う な仕組みが整っている 【 増沢委員】

・ 里親に対する 支援をチーム養育で実施する と いう のは非常に大事だが、 一時預かり やショ ート ス テイ など

区市町村が行っている 子育て支援サービス を有効活用する こ と も 非常に重要。 里親委託し た場合は、 家庭支

援事業の利用料を無料にする く ら いのこ と をやってはじ めてチーム養育が実現でき る のではないか

【 柏女委員】

・ 施設が中心と なり 里親・ 里子をサポート し ていく 体制を検討し てほし い【 能登委員】

〇里親委託促進に向けて

・ 施設から 里親に措置変更し たほう が良いのではないかと いう 子供は多数いる が、 里親委託に至ら ないケー

ス が非常に多い。 そのため、 そこ への対応が非常に重要なのではないか【 武藤委員】
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目標④ 施設における でき る 限り 良好な家庭的環境の整備

【 委員から の主な意見】

〇施設の小規模化、 地域分散化の促進

・ ケアニーズが高い子供を安定的にケアする には、 グループホームが地域から 孤立化し ないよ う 、 本園から

サポート でき る 体制が必要【 武藤委員】

・ 双子型ホームやサテラ イ ト 型ホームの条件を緩和し て、 拡充し ていく こ と が必要ではないか【 武藤委員】

・ 施設整備費やサテラ イ ト 型の事務所の家賃補助など物件確保のための支援を充実し てほし い【 武藤委員】

・ 物件確保の観点から 、 １ Ｇ Ｈ６ 人に固定せず、 ４ ・ ５ 人も 認可する よ う にし たら ど う か【 武藤委員】

・ ケアニーズが高い子供が増えており 、 地域分散化・ 小規模化には職員の力量が必要。 そのため、 形態や体

制整備の検討と 同時に職員の育成・ フ ォ ロ ーにも 色々仕掛けを作ら ないと いけない【 横堀副部会長 】

〇施設の多機能化

・ 施設で積極的に一時保護でき る よ う なシス テムを作っていく 必要がある のではないか【 武藤委員】

・ 障害のある 子供を児童養護施設で一定期間支援する よ う な機能を持つこ と も 今後検討し ても ら いたい

【 米山委員】

・ 医療と 福祉と 教育がき ちんと 統合さ れた制度を整え、 児童心理治療施設のよ う な、 子供のニーズに応えら

れる よ う な施設を整備する 必要がある のではないか【 増沢委員】

・ 親子再統合を促進する ため、 施設に親も 泊めら れる よ う なシス テムを作り 、 親子関係をアセス メ ント でき

る よ う な体制を整える こ と が重要【 増沢委員】

・ 一時保護委託促進のため、 都が主導で環境整備（ ク ールダウ ンができ る 個室の整備） に努めても ら いたい

【 武藤委員】
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〇施設における 人材確保 ※目標④に入れる か目標⑨に入れる かは要検討

・ 人材確保ができ ている 施設と そう でない施設の格差が生じ ている ため、 都がリ ード する 形で対策を積極的

に進めてほし い【 武藤委員】

・ 夜勤や宿直が多いと いう 勤務実態を踏ま え、 専門ス タ ッ フ の拡充策を検討し てほし い【 武藤委員】

・ 人材コ ーディ ネータ ーや新任職員のト レ ーナーなど 、 職員を育成する 専門ス タ ッ フ の配置が必要

・ 職員の養成機関の設置、 ま た、 その機能を民間にも し っかり 適用する 制度の創設が必要【 武藤委員】

・ 職員５ ０ 名以下の施設についても 、 産業医の配置やカウ ンセラ ーの配置含めて可能と する よ う 対策を講じ

てほし い【 武藤委員】

・ 職員のメ ンタ ルヘルス 対策と いう 側面から も 、 病休・ 育休・ 介護等の代替職員確保制度を確立し てほし い

【 武藤委員】

・ 施設や里親についての、 専門人材の確保・ 育成・ 定着と いう 切り 口から の記述があっても 良いのでは

【 古川委員】

目標④ 施設における でき る 限り 良好な家庭的環境の整備

【 委員から の主な意見】

〇その他

・ 都立の児童養護施設の入所率が低い状態が続いている ため、 都立施設の体制強化・ 充実と いう 点も こ こ で

触れておく 必要がある のではないか【 古川委員】

・ 障害児入所施設においても 、 ユニッ ト 化のほか、 職員体制が充実する よ う に、 今後の方向性の部分で明記

し ても ら いたい【 掛川委員】
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目標➄ 心理的・ 治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実

【 委員から の主な意見】

〇施設における 専門的なケアの充実

・ 母子生活支援施設においても 、 障害があり 専門的なケアが必要な母子をみている と いう こ と を知っても ら

いたい【 齋藤委員】

・ 以下のよ う な観点から 、 専門機能強化型の見直し を図っても ら いたい【 武藤委員】

✓ 専門職を統括する 管理的な職員の配置

✓ 学力を補完する 専門的な職員の配置

✓ 外部のカウ ンセリ ングや、 医療機関の受診費用の支援など の支援者支援

✓ 入院にス ムーズに移行でき る シス テムの確立

✓ 精神科医の紹介・ 確保支援

・ 多様な受け皿の確保と いう 点から 、 児童心理治療施設の創設を検討し てほし い【 武藤委員、 掛川委員】

・ ケアニーズが高い子供に対応でき る 職員育成のための継続的な研修制度が必要ではないか

【 武藤委員、 米山委員】
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目標⑥ 社会的養護のも と で育つ子供たちの自立支援

【 委員から の主な意見】

〇社会的養護のも と で育つ子供及び施設退所後の自立支援

・ 母子生活支援施設において、 アフタ ーケアを行う 自立支援担当職員の配置が法律上可能になったが、 配置

でき ている 施設が少ないのが実態であり 、 地域支援ができ ていないと こ ろが多い。 各施設において支援が可

能と なる よ う 、 都で支援し ても ら いたい【 齋藤委員】

・ 退所児童等の支援は、 児童養護施設だけでなく 様々な機関が連携する 必要がある と いう 点も 念頭に置いて

施策等を検討し てほし い【 齋藤委員】

・ 都は他県に比べる と 措置延長 の要件が厳し く 、 認めても 短期間での延長 と いう ケース が多いが、 実感と し

ては６ ～７ 割の子供が１ ８ 歳以降も 支援が必要なのではないかと 感じ ている 。 今後、 実態把握する に当たっ

ては、 社会的養護の分野だけでなく 、 各区市町村の状況等も 含めて、 本当に支援が必要な若者がど れだけい

る のか実態の把握に努めてほし い【 武藤委員】

・ 児童自立生活援助事業について、 人の配置や場所の確保の観点から 積極的に進めたい施設が少ない状況で

はある が、 ど の施設でも 実施でき る 体制が必要なのではないか、 そし てそれを計画にも 盛り 込む必要がある

のではないか【 武藤委員】

・ 自立支援と 地域支援を一体化し て進める 必要がある ため、 地域巡回の心理職の配置についても 検討し ても

ら いたい【 武藤委員】

・ 自立支援コ ーディ ネータ ーなど 自立支援に関わる 職員の専門性の確保、 精神保健機関と の連携も 視野に入

れて検討し てほし い【 武藤委員、 増沢委員】

・ 当事者や職員等の意見を十分反映でき る シス テムが必要【 武藤委員】

・ 自立援助ホームについて、 ニーズは高い一方で設置数はま だま だ少ないので、 拡充策を検討し てほし い

【 武藤委員】
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目標⑥ 社会的養護のも と で育つ子供たちの自立支援

【 委員から の主な意見】

〇社会的養護のも と で育つ子供及び施設退所後の自立支援

・ 高齢児で心理的ケアが必要な子ども 達のための専門的ホームが必要。 子ども シェ ルタ ーへの入居を希望す

る 子供の中には、 自殺企図等、 精神的不安定さ が理由で一時保護がさ れないま ま にいた子供がおり 、 そのよ

う な子が安心し て生活し ケアでき る 場が必要【 掛川委員】
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目標⑦ 児童相談体制の強化

【 委員から の主な意見】

〇都児童相談所の人員体制・ 専門性の強化

・ 将来的な見通し を経験的に押さ えら れる 専門性が求めら れる 中、 都の児童福祉司には経験の浅い職員が多

いため、 職員の定着に抜本的に取り 組んでも ら いたい【 武藤委員】

・ 児童相談所職員の職務が性質上、 夜間の家庭訪問や面談も 想定さ れている と こ ろ、 勤務時間をずら し た勤

務体制がと ら れていなかったり 、 夜間休日が通年開所での対応と なり 、 対応力が低下し ま う こ と が課題であ

る と 考えている ため、 こ れら の点の改善を具体的に進めたほう が良いのではないか【 掛川委員】

〇区立児童相談所を含む東京全体の児童相談業務の総合調整機能の強化

・ 児相設置区の中でも 、 特定の事業（ 例： 児童自立生活援助事業、 社会的養護自立支援拠点事業、 意見表明

等支援事業など ） を積極的に推進し ている 区と そう でない区がある ため、 都内すべての区で実施でき る よ う

に都が調整し てほし い【 武藤委員】

・ 施設の入所調整について、 現在は複数の児相から 依頼が来る 状況だが、 一本化への検討をお願いし たい

【 武藤委員】

・ 全国児童相談所長 会での共通ルールがある ので、 都と 特別区だけの新たなルールは作ら ない方が良いので

はないか【 古川委員】
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目標⑦ 児童相談体制の強化

【 委員から の主な意見】

〇都児童相談所と 子供家庭支援センタ ーの相互連携の強化

・ 都児相と 子供家庭支援センタ ーの連携強化のためには、 都児相の人員配置の課題（ 政令基準を満たし てい

ない） 解決が重要である 【 古川委員】

・ 子供家庭支援センタ ー職員の専門性の発揮のためには、 子供家庭支援センタ ーでの専門職の活用に関する

基準（ ど こ ま でどう やる か等） を共有する こ と が重要ではないか【 左近士委員】

・ 地域の障害福祉課と 連携し た障害児への支援、 障害相談と いう 視点も 盛り 込んでほし い【 米山委員】
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目標⑧ 一時保護児童への支援体制の強化

【 委員から の主な意見】

〇一時保護需要を充足する 体制の構築

・ 児童養護施設によ っては、 地域分散化で外にグループホームを作った結果、 本園のス ペース が空いている

施設も ある 。 し かし 、 人材確保に苦戦し ている 施設が多く 、 場所は空いている が人がいないと いう 実態があ

る 。 そのため、 一時保護委託を積極的に受け入れる ための人材確保をぜひ支援し てほし い【 武藤委員】

・ 中野区も 一時保護所から 所属校への通学が実現でき ている ため、 １ 児童相談所１ 保護所はやはり 必要

【 古川委員】

・ 施設の入所調整について、 現在は複数の児相から 依頼が来る 状況だが、 一本化への検討をお願いし たい

（ 再掲） 【 武藤委員】

〇一時保護所における 児童の権利保護

・ 入院時の対応で、 支援学校から 学校教員を派遣する と いった制度がある ため、 こ のよ う な制度を一時保護

にも 弾力的に運用でき ないか検討し てほし い【 米山委員】

〇その他

・ 緊急一時保護における 分離は、 分離そのも のが子供にと ってト ラ ウ マになる 危険性も ある ため、 そこ に対

する ケアが必要である と いう 視点を入れてほし い【 増沢委員】

・ アセス メ ント なく 里親に一時保護委託さ れ、 そのま ま 本委託と なる ケース も ある が、 一度は一時保護所や

施設でアセス メ ント をし て子供の状況が分かった時点で本委託に変えても ら いたい（ 再掲） 【 能登委員】
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目標⑨ 子供と 子育て家庭を支える 専門人材の確保・ 育成・ 定着

【 委員から の主な意見】

〇都児童相談所等における 計画的な専門人材の確保・ 育成

・ 定期的なカウ ンセリ ングの受診や産業医の活用、 長 時間労働職員への対応など 支援者支援も こ こ に盛り 込

んではど う か【 古川委員】

〇施設等における 人材確保（ 再掲） ※目標④に入れる か目標⑨に入れる かは要検討

・ 人材確保ができ ている 施設と そう でない施設の格差が生じ ている ため、 都がリ ード する 形で対策を積極的

に進めてほし い【 武藤委員】

・ 夜勤や宿直が多いと いう 勤務実態を踏ま え、 専門ス タ ッ フ の拡充策を検討し てほし い【 武藤委員】

・ 人材コ ーディ ネータ ーや新任職員のト レ ーナーなど 、 職員を育成する 専門ス タ ッ フ の配置が必要

・ 職員の養成機関の設置、 ま た、 その機能を民間にも し っかり 適用する 制度の創設が必要【 武藤委員】

・ 職員５ ０ 名以下の施設についても 、 産業医の配置やカウ ンセラ ーの配置含めて可能と する よ う 対策を講じ

てほし い【 武藤委員】

・ 職員のメ ンタ ルヘルス 対策と いう 側面から も 、 病休・ 育休・ 介護等の代替職員確保制度を確立し てほし い

【 武藤委員】

・ 施設や里親についての、 専門人材の確保・ 育成・ 定着と いう 切り 口から の記述があっても 良いのでは

【 古川委員】
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第３ 章１ ０ 項 計画の進捗管理と 見直し

【 委員から の主な意見】

〇児童相談体制の改革に向けて

・ 都の児相体制が大き な改革を求めら れている 現状においては、 都の児相業務全体の総合調整だけでなく 、

企画が必要なのではないか。 ま た、 場合によ っては、 国にこ のよ う な相談体制を取る べき と いった提案も し

ていく 必要がある 時期に来ている のではないかと 感じ ている 。

・ そのよ う な認識を、 以下の２ つの視点を持ちつつ計画に記載し ていく こ と が重要である

✓ 視点①： 現在が過渡期的な体制である と いう 視点。 あわせて、 将来を見据えた中長 期的な体制はど う

ある べき なのかも 描き ながら 検討し なければなら ない。

✓ 視点②： 社会的養育と いう 枠の中だけでなく 、 外の機関と ど のよ う に繋がる のかと いう 視点。 ヤング

ケアラ ーに代表さ れる よ う に、 分野を超えた分野横断的な検討をし ていかないと 解決でき な

い問題が表出し ている 。
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（ 現行計画の構成） （ 新計画の構成案）

第１ 章 基本的考え方と 全体像 第１ 章 基本的考え方と 全体像

１  計画策定の趣旨 １  計画策定の趣旨

２  計画の位置付け ２  計画の位置付け

３  計画期間 ３  計画期間

４  計画の「 理念」 ・ 「 目指すべき 姿」 ４  計画の「 理念」 ・ 「 目標」 ・ 「 視点」

第２ 章 東京都の状況 第２ 章 東京都の状況

第３ 章 東京都における 具体的な取組 第３ 章 東京都における 具体的な取組

 1 家庭と 同様の環境における 養育の推進 １  当事者である 子供の権利擁護の取組の充実

(1) 里親制度の普及、 登録家庭数の拡大、 委託の促進 (1) 子供の意見表明支援

(2) 里親に対する 支援 (2) 被措置児童等虐待への対応

(3) 特別養子縁組に関する 取組の推進  ２  パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築

２  施設における でき る 限り 良好な家庭的環境の整備 (1) 困難を抱える 妊産婦を含む子供や家庭に対する 支援体制の構築及び予防的支援の充実

(1) 施設の小規模化・ 地域分散化の促進 ・ 家庭的な養育環境（ GH等） での養育を推進 (2) 児童相談所のケース マネジメ ント 体制の充実強化

(2) ケアニーズが高い子供に対する 専門的なケアの充実 (3) 移行期の連携体制の構築

(3) 施設の多機能化（ 里親家庭の支援、 一時保護児童の受入等） ３  家庭と 同様の環境における 養育の推進

３  社会的養護のも と で育つ子供たちの自立支援 (1) 里親制度の普及、 登録家庭数の拡大、 委託の促進

・ ジョ ブ・ ト レ ーナーの充実、 高校在学中の学習支援の充実等 (2) 里親に対する 支援

４  児童相談所の体制強化 (3) 特別養子縁組に関する 取組の推進

(1) 児童相談所における 人材の確保及び育成 ４  施設における でき る 限り 良好な家庭的環境の整備

(2) 中核市・ 特別区の児童相談所設置に向けた取組 (1) 施設の小規模化・ 地域分散化の促進 ・ 家庭的な養育環境（ グループホーム等） での養育を推進

５  一時保護児童への支援体制の強化 (2) 施設の多機能化（ 里親家庭の支援、 一時保護児童の受入等）

・ 一時保護所における 児童への日常的な支援の充実、 生活環境の整備 (3) 障害児入所施設における 支援

６  子供・ 子育て家庭を支える ための取組 ５  心理的・ 治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実

(1) 当事者である 子供の権利擁護の取組 (1) 施設における 専門的なケア

(2) 在宅で生活している 子供や家庭に対する 支援体制の構築 (2) 児童相談所における 専門的なケア

７  計画の進捗管理と 見直し ６  社会的養護のも と で育つ子供たちの自立支援

７  児童相談体制の強化

(1) 都児童相談所の体制強化

(2) 都と 区市町村が一体と なった児童相談体制の確保に向けた取組

８  一時保護児童への支援体制の強化

(1) 一時保護需要に応える 環境整備の推進

(2) 個別的支援が必要な児童をケアする ための人員体制

(3) 児童の権利を守る ための取組の充実

９  子供と 子育て家庭を支える 専門人材の確保・ 育成・ 定着

１ ０  計画の進捗管理と 見直し

〇 第１ 章に、 今回の計画で新たに定める 計画の「 目標」 及び「 視点」 を追加、 第３ 章を 、 パーマネンシー保障の理念に沿った一貫し た流れで構成

〇 第３ 章について以下の９ つの目標に沿って構成

①当事者である 子供の権利擁護の取組の充実、 ②パーマネンシー保障の考え方に基づく 支援体制の構築、 ③家庭と 同様の環境における 養育の推進、

④施設における でき る 限り 良好な家庭的環境の整備、 ⑤心理的・ 治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実、 ⑥社会的養護のも と で育つ子供たちの自立支援

⑦児童相談体制の強化、 ⑧ 一時保護児童への支援体制の強化、 ⑨子供と 子育て家庭を 支える 専門人材の確保・ 育成・ 定着

新たな社会的養育推進計画の構成案 資料３
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第１ 章 東京都社会的養育推進計画の基本的な 考え 方と 全体像 

 

 

１  計画策定の趣旨 

 

○ 都内には、虐待を 受け た 児童や、何ら かの事情によ り 実親によ る 養育が困難で、

公的責任において 社会的な 養育が必要な 児童が約４ ， ０ ０ ０ 人 

 

 〇 都には、 こ う し た 社会的養育を 必要と する 児童が健やかに育ち 、 社会で自立し

て いけ る よ う 、 子供の最善の利益を 第一に考え 、 施策を 推進 

 

〇 平成２ ８ 年 6 月、 国は児童福祉法を 改正し 、 子供が権利の主体であ る こ と や、

子供の家庭養育優先の原則を 明記 

こ の理念のも と 、 平成２ ９ 年８ 月に、 国の「 新た な 社会的養育の在り 方に関す

る 検討会」 は、 社会的養育の全体像等を 示す「 新し い社会的養育ビ ジ ョ ン 」 を 取

り ま と め 

 

 〇 都は、 平成３ １ 年４ 月に「 東京都子供への虐待の防止等に関する 条例」 を 施行 

 

 〇 令和２ 年３ 月、 令和２ 年度から 令和１ １ 年度ま で を 計画期間と する 「 東京都社

会的養育推進計画」 策定 

  

 〇 令和４ 年６ 月、 国は児童福祉法を 改正し 、 児童の権利擁護が図ら れた 児童福祉

施策を 推進する た めの、 支援策を 強化 

 

 〇 今般、 計画の中間年において 、「 東京都社会的養育推進計画」 を 改定し 、 児童と

家庭を 支え る 取組を さ ら に推進 

 

東京都社会的養育推進計画骨子案 資料４  
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（ 社会的養護の沿革）  

 
年 月

平成23年 7

○
○
○
○

家庭的養護の推進
専門的ケアの充実
社会的養護の下で育った子供の自立支援の充実
虐待防止のための家族支援、施設の地域支援の充実

平成24年 11

○

○

社会的養護の需給との調和を図りつつ、施設の小規模
化に伴う定員の削減を進めるため、都道府県計画を策定
今後十数年かけ、里親等、グループホーム、本体施設が
概ね３分の１ずつに

平成26年 10

平成27年 4

平成28年 5 児童福祉法等改正

○
○
○

○

子供が権利の主体であること
家庭養育優先原則
里親の開拓から児童の自立支援までの一貫した里親支
援、養子縁組里親を法定化、養子縁組に関する相談支
援を都道府県業務に位置づけ
児童相談所の体制強化等

7

11

平成29年 8

○ 都道府県計画の見直し（平成30年度末まで）
・　フォスタリ ング機関事業の創設
　　（令和2年度までに）
・　乳幼児の家庭養育原則の実現
　　（5年以内に）
・　家庭養育や施設養育推計、施設の適切な配置
　　（10年計画）
・　児童相談所・一時保護改革
　　（5 年計画）
・　特別養子縁組の推進
　　（5年以内に現状の約2倍に）

平成30年 7

平成31年 4

令和2年 4

12

令和4年 2

○ 社会的養育推進計画について以下の指摘
　　・資源の計画的な整備方針のための計画とすべき
　　・効果や課題について、適切な指標を設けて都道
府県に対して実態把握・分析を促していく必要性

6

○

○

○

○

子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及
び事業の拡充
一時保護施設及び児童相談所による児童への処遇や支
援、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上
社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対
する自立支援の強化
児童の意見聴取等の仕組みの整備等

令和5年 1

令和6年 3

4

児童福祉法等改正

厚生労働省通知「一時保護ガイドラインについて」

「東京都子供への虐待の防止等に関する条例」施行

「東京都社会的養護施策推進計画」
（令和2年～令和11年度）の策定

内閣府令「一時保護施設の設備及び運営に関する基準」
施行

厚生労働省「令和3年度社会保障審議会児童部会社会的
養育専門委員会」報告書

東京都児童福祉審議会提言
「新たな児童相談のあり方について―「予防的支援」と「早期
対応」の抜本的強化に向けて―」

東京都児童福祉審議会提言
「児童相談所が関わる子供の意見表明を支援する仕組み
（子供アドボケイト）の在り方について」

こども家庭庁通知「都道府県社会的養育推進計画の策定
要領」

厚生労働省「新たな社会的養育の在り方に関する検討
会」（平成29年8月まで開催）

「新しい社会的養育ビジョン」策定

東京都児童福祉審議会提言
「家庭的養護の推進について－家庭と同様の環境における
養育の更なる推進に向けて―」

厚生労働省通知「都道府県社会的養育推進計画の策定
要領」

社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会とりま
とめ「社会的養護の課題と将来像」

国の動き 都の施策

東京都児童福祉審議会提言
「社会的養護の新たな展開に向けて―家庭的養護・地域化
の推進と切れ目のない支援－」

「東京都社会的養護施策推進計画」
（平成27年～平成41年度）の策定

厚生労働省通知「児童養護施設等の小規模化及び家庭
的養護の推進について」
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２  計画の位置付け  

 

○ 本計画は、 都道府県の推進計画策定に当た っ て の基本的な 考え 方等を ま と めた

「 都道府県社会的養育推進計画の策定要領」（ 令和６ 年３ 月） に基づき 、「 東京都

社会的養育推進計画」 を 全面的に見直し 、 新た な 推進計画と し て 策定する も の 

 

 ○ 「『 未来の東京』 戦略ビ ジ ョ ン 」 を はじ め、「 東京都子供・ 子育て 支援総合計画」

等、 関連する 計画と 整合 

 

 〇 児童福祉法に加え 、 子供・ 子育て 支援法、 子ど も ・ 若者育成支援推進法、 社会

福祉法、 生活困窮者自立支援法等に定める 、 子供と 子育て 家庭を 支え る 様々な 事

業を 活用し 、 計画を 推進 

 

 

３  計画期間 

 

 ○ 本計画の期間は、 令和７ 年度から 令和１ １ 年度ま での５ 年間 
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４  計画の「 理念」・「 目標」・「 視点」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ つの理念 ＜基本理念＞ 

 

○ 妊娠期から 一貫し て 、 子供と 家庭を 社会全体で切れ目な く サポ ート する と と

も に、 支援が必要と な っ た 場合でも 、 でき る 限り 家庭での養育の継続を 目指す。 

 

○ 社会的養護が必要にな っ た 場合で あ っ て も 家庭復帰を 目指すと と も に、 社会

的養護の下で育つ子供た ち について は、 家庭と 同様の養育環境において 、 健や

かに育ち 、 自立でき る こ と を 目指す 

  

○ 心理的・ 治療的ケ ア が必要な 子供への専門的な 支援によ り 、 全て の子供た ち

の安全・ 安心の確保を 目指す 

９ つの目標 ＜基本理念の実現に向け 取り 組む方向性を 明ら かにする 目標＞ 

 

① 当事者であ る 子供の権利擁護の取組の充実 

② パーマ ネ ン シ ー保障の考え 方に基づく 支援体制の構築 

 ③ 家庭と 同様の環境におけ る 養育の推進 

 ④ 施設におけ る でき る 限り 良好な 家庭的環境の整備 

 ➄ 心理的・ 治療的ケ ア が必要な 子供への専門的な 支援の充実 

 ⑥ 社会的養護のも と で育つ子供た ち の自立支援 

 ⑦ 児童相談体制の強化 

 ⑧ 一時保護児童への支援体制の強化 

 ⑨ 子供と 子育て 家庭を 支え る 専門人材の確保・ 育成・ 定着 

【 計画全体を 貫く 共通の考え 方】  

○ 家庭養育優先原則 

○ パーマ ネ ン シ ー保障 

５ つの視点 ＜計画の推進に当た っ て 留意すべき 視点＞ 

 

 ① 地域におけ る 切れ目な い支援の視点 

 ② 子供にと っ て の最善の利益確保の視点 

 ③ 心理的・  治療的ケ ア が必要な 子供への専門的支援の視点 

 ④ 大都市東京のニ ーズ と 特性を 踏ま え た 視点 

 ➄ 広域的な 自治体の役割から の視点 
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第２章 東京都の状況 

１ 人口等 

 

（１） 東京都の児童人口の推計 

東京都における 0 ～1 9 歳ま での人口は、 令和 6 年１ 月時点で、 日本人が

2 ,0 0 7 ,4 7 8 人、 外国人が 8 2 ,0 4 7 人、 合計 2 ,0 8 9 ,5 2 5 人であり 、 都総務局

が令和 6 年 3 月に公表し た「 東京都世帯数の予測」 では、 令和 7 年（ 2 0 2 5

年） は 2 ,0 3 6 ,7 3 4 人、 令和 1 2 年（ 2 0 3 0 年） は 2 ,0 3 3 ,4 1 3 人、 令和 1 7

年（ 2 0 3 5 年） は 1 ,9 7 7 ,1 9 7 人（ 各年 1 0 月 1 日時点） と 予測さ れていま す。  

 
資料： 総務局「 東京都世帯数の予測」  

 

（２） 社会的養護のもとで育つ児童数の推移 

 こ こ 数年、 社会的養護の措置児童数は 4 ,0 0 0 人前後で推移し ていま す。  

 
資料： 福祉局 

 

2,119,120 

2,089,525 

2,036,734 2,033,413 
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２ 里親等の状況 

 

（１） 養育家庭の登録数及び委託児童数の推移 

登録家庭数及び委託児童数は増加傾向ですが、 伸びは緩やかになっ ていま す。 

 

 

資料： 福祉局 
 

（２） ファミリーホーム設置数及び委託児童数の推移 

フ ァ ミ リ ーホームは、令和５ 年度末現在、 都内に３ ０ ホームあり 、う ち養育家

庭移行型フ ァ ミ リ ーホーム が 1 ９ ホーム、 法人型フ ァ ミ リ ーホームが１ １ ホー

ムと なっていま す。  

資料： 福祉局 

  

951
1036 1039

1154 1191

473 487 496 506 526

0

200

400

600

800

1000

1200

令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度

（ 家庭・ 人）
登録数 委託児童数

（ 単位： 家庭、 人）

平成3 1 年度 令和2 年度 令和3 年度 令和4 年度 令和5 年度

2 9 3 1 3 1 3 0 3 0

養育家庭移行型フ ァ ミ リ ーホーム 2 0 2 2 2 0 1 9 1 9

法人型フ ァ ミ リ ーホーム 9 9 1 1 1 1 1 1

1 2 4 1 2 5 1 1 2 1 1 0 1 0 3

区　 　 分

設置数

委託児童数
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（３） 里親等委託率の推移 

里親等委託率は上昇傾向ですが、 全国平均よ り も 低く 推移し ていま す。  

 

資料： 福祉局 

 

  

21.5
22.8 23.5

15.6 16.6 16.8 17.2

10
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18
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24

26

28
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令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度

(% )

全国 東京都

※養育家庭等委託率＝養育家庭等・ フ ァ ミ リ ーホーム委託児童数／乳児院入所児童数+児童養護施設入所児童数+養育家

庭等・ フ ァ ミ リ ーホーム委託児童数

※全国の数値は「 社会的養護の現状について（ 厚生労働省） 」 によ る 。
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３ 児童養護施設、乳児院の状況 

 

（１） 児童養護施設の入所児童数の推移 

 児童養護施設で生活する 児童数はこ こ 数年、 減少傾向で推移し ていま す。  

 
 

資料： 福祉局  

（２） 児童養護施設の小規模化の状況 

児童養護施設における 小規模化の状況は、令和６ 年９ 月１ 日現在で、グループ

ホームが 1 ,1 4 1 人と 児童養護施設定員の 3 5 .8 ％と なっていま す。 本体施設で

行っ ている 6 名以下のユニッ ト ケアと グループホームを合わせた小規模化の状

況と し ては、 児童養護施設全体の 6 0 .4 ％です。  

 
 

資料： 福祉局 

2,998 
2,911 2,905 2,865 

2,800 

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

グループホーム , 

1,141人, 35.8%

小規模グループケア

ユニッ ト （ ６ 名） , 

786人, 24.6%

小規模以外,

1,265人, 

39.6%

グループホーム

小規模グループケアユニッ ト （ ６ 名）

小規模以外
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（３） グループホーム設置数の推移 

平成 1 7 年度に、 国から 児童養護施設の小規模化に関する 通知が発出さ れた

こ と も あり 、 大幅に増加し ま し たが、 近年、 伸びは緩やかになっ ていま す。  

 

 
資料： 福祉局 

 

（４） 児童養護施設における個別的ケアが必要な児童の入所状況 

個別的なケアが必要な児童の割合は、 平成 3 0 年度の 7 3 .7 ％から 8 1 .3 ％に

さ ら に増加し ていま す。  

 

資料： 福祉局 

56

120

138

157 162
172

185

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

平成17年度 平成22年度 平成27年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

反社会的行

為

非社会的行

為

精神・発達

的問題
情緒的問題

健康上の問

題
対象実人員

人数 平成30年度人数 545 1,027 738 1,048 1,014 2,007

人数 令和5年度人数 520 1,035 797 1,088 1,092 2,106

割合 平成30年度割合 20.0% 37.7% 27.1% 38.5% 37.3% 73.7%

割合 令和5年度割合 20.1% 40.0% 30.8% 42.0% 42.2% 81.3%
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（５） 乳児院在籍児童の障害等の状況 

乳児院では、障害や疾患等を 抱えている など 、医療や療育上の手厚いケアが必

要な乳幼児の入所が増加し ていま す。  

資料： 福祉局 

 

（６） 児童自立支援施設におけるケアニーズの高い児童の状況 

 児童自立支援施設では、 被虐待経験を有する 児童や、 精神障害、 発達障害等

の課題を抱え、 個別・ 専門的な対応が必要な児童が増加傾向にあり ま す。  

 

資料： 福祉局 
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（７） 乳児院の小規模化の状況 

乳児院の中で４ 人から ６ 人ま での小規模で家庭的な運営を 行う ユニッ ト は、

全体の 6 0 % と なっ ていま す。  

 

 

 

資料： 福祉局 

 

  

令和５ 年４ 月１ 日現在 
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４ 自立支援の状況 

 

（１） 進路状況 

令和５ 年３ 月に卒業し た児童で、 高等学校等進学率は、 児童養護施設で 9 ４ .

７ ％、 児童自立支援施設で 8 9 .3 % 、 里親で 1 0 0 % と なっ ていま す。 ま た、 大学

等進学率は、 児童養護施設で 2 5 .0 ％、 里親で 3 9 .3 ％と なっ ていま す。  

 
 

（２） 進学した学校における在籍・卒業状況 

児童養護施等、社会的養護の下で育っ た方が、退所後に進学し た学校等を 卒業

前に退学し た割合は、 1 4 .0 ％と なっ ていま す。  
（ 単位： ％）  

続けて在籍し ている  中途退学し た 卒業し た 

3 5 .2  1 4 .0  5 0 .8  
資料：「 東京都における 児童養護施設等退所者の実態調査」（ 令和４ 年１ 月）  

 

（３） 離職状況 

退所後に就いた最初の仕事を「 すでに辞めている 」 と 回答し た方（ 1 2 6

人） の約４ 割が、 １ 年未満で辞めていま す。  
（ 単位： ％）  

～６ か月未満 ６ か月～１ 年未満 １ ～３ 年未満 ３ 年以上 

3 1 .8  1 1 .1  4 5 .2  1 1 .9  

資料：「 東京都における 児童養護施設等退所者の実態調査」（ 令和４ 年１ 月）  

◎中学校卒業児童

東京都 189人 179人 94.7% 5人 2.6% 184人 97.4% 0人 0.0% 5人 2.6%

全国 2,079人 1,971人 94.8% 47人 2.3% 2,018人 97.1% 30人 1.4% 31人 1.5%

東京都 28人 25人 89.3% 0人 0.0% 25人 89.3% 2人 7.1% 1人 3.6%

全国 — 0.0% — 0.0% — 0.0% — 0.0% — 0.0%

里親 東京都 21人 21人 100.0% 0人 0.0% 21人 100.0% — — — —

東京都 107,133人 105,701人 98.7% 528人 0.5% 106,229人 99.2% 94人 0.1% 810人 0.7%

全国 1,103千人 1,089千人 98.7% 4千人 0.4% 1,093人 99.1% 2千人 0.2% 8千人 0.7%

◎高等学校卒業児童

在籍児童 21人 11.7% 17人 9.4% 38人 21.1% 16人 8.9% 8人 4.5%

退所児童 24人 13.3% 39人 21.7% 63人 35.0% 49人 27.2% 6人 3.3%

計 45人 25.0% 56人 31.1% 101人 56.1% 65人 36.1% 14人 7.8%

在籍児童 117人 6.9% 89人 5.2% 206人 12.1% 116人 6.8% 75人 4.4%

退所児童 237人 14.0% 216人 12.7% 453人 26.7% 759人 44.7% 88人 5.2%

計 354人 20.9% 305人 17.9% 659人 38.8% 875人 51.6% 163人 9.6%

児童自立支援施設 全国 — 退所児童 — 0.0% — 0.0% — 0.0% — 0.0% — 0.0%

委託児童 4人 14.3% 5人 17.8% 9人 32.1% 1人 3.6% 1人 3.6%

委託解除児童 7人 25.0% 4人 14.3% 11人 39.3% 5人 17.9% 1人 3.6%

計 11人 39.3% 9人 32.1% 20人 71.4% 6人 21.4% 2人 7.2%

計 131人 34.2% 91人 23.8% 222人 58.0% 119人 31.0% 42人 11.0%

東京都 103,282人 72,204人 69.9% 15,683人 15.2% 87,887人 85.1% 6,232人 6.0% 9,163人 8.9%

全国 1,065千人 607千人 57.0% 215千人 20.2% 822人 77.2% 161千人 15.1% 82千人 7.7%

※（ 児童養護施設・ 児童自立支援施設・ 里親） 社会的養護現況調査（ 国） よ り

※（ 全中卒者、 全高卒者） 学校基本調査（ 国） よ り

その他
高校等 専修学校等 合計

就職 その他

令和５ 年3月中学校

卒業児童数

進学
就職

児童養護施設

児童自立支援施設

(参考)全中卒者

令和５ 年3月高等学校

卒業児童数

進学

大学等 専修学校等 合計

—

(参考)全高卒者

児童養護施設

東京都 180人

全国 1,697人

里親
東京都 28人

全国 383人

-34-



 
 

５ 児童相談所等の運営状況 

 

（１） 児童相談所の相談受理状況 

児童相談所が受理し た相談件数は、一貫し て増加し ていま す。特に、 被虐待相

談は急増し ており 、 １ ０ 年前の４ 倍以上と なっ ていま す。  

 

 

資料： 福祉局 
 

（２） 児童福祉司一人当たり相談件数 

都児童相談所の児童福祉司１ 人当たり が受理する 虐待相談は、 年々減少し て

おり 、 近年は一人５ ０ 件と なっていま す。  

 

資料： 福祉局 
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44,741件

50,344件
53,695件

56,010件

5,933件

21,019件
25,657件 26,604件 28,202件

平成25年度 令和元年度 ２ 年度 ３ 年度 ４ 年度 ５ 年度

相談受理件数 う ち被虐待相談

65.9 60.6 56.0 50.0

0
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令和元年度 令和2年度 令和３ 年度 令和4年度 令和5年度

※上記の件数は特別区児童相談所分を含む 
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（３） 一時保護所新規入所状況 

都一時保護所入所件数は増加傾向にあり 、 特に学齢児の割合が大き く なっ て

いま す。  

 

資料： 福祉局 

 

（４） 一時保護委託での新規保護人数 

都一時保護委託件数は年間１ ,０ ０ ０ 件を超える 水準で推移し ていま す。  

 

 

資料： 福祉局 
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（５） 一時保護所入所率、平均保護日数 

緊急での一時保護が必要なケース も 多く 、 都一時保護所における 年間平均入

所率は 1 0 0 ％超が常態化し ていま す。  

ま た、 一人当たり の平均保護日数は、 4 0 日を 超える 状況です （ 全国平均３

２ .７ 日： 令和３ 年度）。  

 

 
資料： 福祉局 

 

 

※統計について 

 

（ ２ ） ～（ ５ ） の統計数値については、 特別区児童相談所分区を 含ま ない数値と し

ており ま す。  

令和２ 年度 世田谷区、 江戸川区、 荒川区（ 令和２ 年７ 月１ 日）  

令和３ 年度 港区 

令和４ 年度 中野区、 板橋区（ 令和４ 年７ 月１ 日）、 豊島区（ 令和５ 年２ 月１ 日）  

令和５ 年度 葛飾区（ 令和５ 年 1 0 月１ 日から ）  

 

（ １ ） ～（ ５ ） の統計数値のう ち、 令和４ 度以前の数値は福祉行政報告例の訂正前

の数値で記載を し ており ま す。  
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１  「  当事者であ る 子供の権利擁護の取組の充実 」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・ こ れま で の取組  

 

（ １ ） 子供の意見表明支援 

①子供や周り の大人に対する 権利の啓発 

 〇 小学生以上の措置児童には子供の権利ノ ート を 、 幼児・ 障害児の措置児童には

権利の解説動画や意見表明を 補助する カ ード を 、 一時保護児童にはリ ーフ レ ッ ト

を 活用し て 、 守ら れる べき 権利や困っ た と き の相談方法を 周知 

 

 〇 子供の権利について は、 一時保護や措置の際に児童福祉司から 、 日々の生活の

中で里親や職員か ら 説明する ほ か、 児童養護施設の入所児童を 対象に、 都職員に

よ る 子供の権利ノ ート 説明訪問を 定期的に実施 

 

 〇 児童相談所職員、 里親、 施設職員等を 対象に、 子供の権利擁護の意義やポ イ ン

ト 等を 解説する ハン ド ブッ ク を 作成し 配付 

 

 〇 令和６ 年度か ら ハン ド ブッ ク の内容等を 踏ま え た 子供の権利擁護に関する 説明

会を 開催し 、 権利擁護の重要性、 児童福祉審議会への申立て や意見表明等支援事

業な ど の新た な 取組、 子供に対する 権利の伝え 方、 意見表明支援の方法等を 解説 

 

 〇 一時保護所や施設では、 第三者委員や意見箱を 活用し 、 子供の年齢や発達状況

に応じ た 意見聴取を 実施 

 

 〇 第三者委員や意見箱の運用を 底上げする た め、 積極的に活用する 施設の取組を

ま と めた 事例集を 作成し 配付（ 予定）  

 

 

 

 

 

（ 目指す方向性）  

〇子供の権利の更な る 啓発 

 

〇意見表明等支援員の導入促進 

 

〇子供の権利を 守る た めの仕組みの適切な 運用 

 

〇被措置児童等虐待へのよ り 速やかな 対応 
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第３章　東京都における具体的な取組



②意見表明等支援事業の実施 

 〇 令和６ 年４ 月施行の改正児童福祉法に意見表明等支援事業が規定 

 

 〇 令和５ 年１ 月の児童福祉審議会提言「 児童相談所が関わる 子供の意見表明を 支

援する 仕組み（ 子供ア ド ボ ケ イ ト ） の在り 方について 」 を 踏ま え 、 措置決定、 里

子の生活、 児童福祉審議会への申立て の場面への意見表明等支援員の導入を 検討 

 

 〇 令和６ 年９ 月から 一部の一時保護所入所中及び里親委託中の子供を 対象に、 意

見表明等支援員によ る 訪問・ 面談を モデル的に開始 

 

 〇 モデル事業実施のた め、民間団体と 連携し 、意見表明等支援員を 養成する ほか、

意見表明等支援の経験が豊富な 者等によ る ス ーパーバイ ズ の体制を 確保 

 

 〇 子供、 職員にア ン ケ ート を 実施し 、 意見表明等支援員と の面談、 意見の伝達、

伝達し た 意見へのフ ィ ード バッ ク 等について 検証し 、 意見表明等支援員の導入先

拡大を 検討（ 予定）  

 

③子供の権利を 守る た めの仕組み 

 〇 子供の権利に関する 専門的な 相談と 権利侵害に具体的に対応する た め、 子供の

権利擁護専門相談事業を 平成１ ６ 年度から 実施 

 

 〇 フ リ ーダ イ ヤ ルで直接子供から の悩みや訴え を 受け る ほか 、 一時保護児童は相

談用紙で、 措置児童は相談はがき でも 受付 

 

〇 深刻な 相談の場合は、 弁護士や学識経験者で構成する 子供の権利擁護専門員が

調査を 行い、 中立的な 第三者の立場から 、 必要な 助言や調整活動を 実施 

 

 〇 措置内容に関する 相談について は、 子供の権利擁護専門員によ る 調整を 経て も

な お納得でき な い場合に、 子供本人が児童福祉審議会に申し 立て る こ と がで き る

制度を 令和６ 年度から 開始 

  

 

（ ２ ） 被措置児童等虐待への対応 

 〇 都では、 こ れま で施設職員や里親を 対象と し た 研修会等の機会を と ら え て 、「 子

供の権利擁護」 や「 被措置児等虐待の防止」 を テ ーマ にし た 講義を 実施 

    

 〇 施設等におけ る 被措置児童等虐待事案について は、 子供本人から の届出や周り

の者から の通告を 受け 、 児童福祉法の規定に基づいて 子供の安全確保、 事実関係

の調査、 施設等への指導等を 実施 
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 課題と 取組の方向性  

（ １ ） 子供の意見表明支援 

＜課題１ ＞子供の権利に関する 更な る 啓発 

〇 子供の権利ノ ート は、 直近の改訂か ら １ ０ 年以上が経過し て おり 、 こ の間の児

童福祉法の改正内容が未反映 

 

〇 一時保護児童に配付し て いる リ ーフ レ ッ ト は、 子供に権利があ る こ と の説明や

相談すべき 困り ご と の例示に留ま り 、 権利の具体的な 記載がな い 

 

〇 子供の権利ノ ート や幼児向け の解説動画等は、 委託家庭や入所施設によ り 活用

状況に差があ る ほか、 意見表明の相手方と な る 児童福祉司、 里親、 施設職員等で

はな い第三者から 定期的に説明を 受け る こ と も 重要 

 

 〇 子供の周り の大人が権利擁護の重要性を 理解し 実践する と と も に、 子供に十分

な 権利の説明ができ る よ う 、 里親や職員に対する 継続的な 啓発を 実施が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 取組１ －２ ） 子供に対する 子供の権利の啓発の更な る 推進 

〇 子供の権利ノ ート の説明訪問対象を 拡大し 、 子供が施設職員等の意見表明の

相手方ではな い第三者から 権利の説明を 受け る 機会を 確保する こ と を 検討 

 

〇 幼児・ 障害児への権利の説明訪問の実施を 検討 

 

（ 取組１ －１ ） 子供の権利ノ ート 等の改訂 

 〇 子供の権利ノ ート を 改訂し 、意見表明権の保障や児童福祉審議会への申立て 制

度な ど 児童福祉法の改正を 踏ま え た 内容を 追加 

 

〇 子供の権利ノ ート の改訂内容を も と に、一時保護児童に配付する リ ーフ レ ッ ト

の見直し を 検討 

（ 取組１ －３ ） 職員等に対する 子供の権利の啓発の更な る 推進 

 〇 子供の権利擁護に関する 説明会を 通じ て 、参加者が子供と の関わり の振返り や

子供の権利ノ ート や幼児向け の解説動画等を 有効に活用でき る よ う 、よ り 実践的

な 内容に見直し  

 

 〇 よ り 多く の里親、 職員が参加でき る よ う 説明会の開催方法を 検討 
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＜課題２ ＞意見表明等支援員の導入先拡大 

〇 モデル実施の結果を 踏ま え た 導入先の拡大に伴う 担い手の確保及び実施方法に

ついて 検討 

 

〇 子供が意見表明を でき て いる か、 意見表明を 支援する た めの制度を 知っ て いる

か、 支援に満足し て いる か 等、 実施方法や支援内容を 継続的に検証する た めの体

制を 確保 

 

〇 各自治体において 、 意見表明等支援事業の取組状況にばら つき があ る た め、 措

置先によ っ て 子供への支援に差が出な いよ う にする 必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題３ ＞子供の権利を 守る た めの仕組みの適切な 運用 

〇 児童福祉審議会への子供本人申立て 制度について 、 児童相談所設置区でも そ れ

ぞれの仕組みで運用する 中、 子供に分かり やすく 周知する 必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 取組２ －１ ） 意見表明等支援員の導入先の拡大 

〇 モデル実施の結果を 踏ま え 、 効果的な 意見表明等支援の実施や導入先拡大に

向け た 検討 

（ 取組３ ） 子供本人申立て 制度について よ り 分かり やすい周知の実施 

 〇 子供の権利擁護専門相談事業において 、引き 続き 権利侵害事案に対する 丁寧な

相談、 助言、 調整活動を 実施 

 

 〇 児童福祉審議会への子供本人申立て 制度について 、児童相談所設置区の取組状

況等も 踏ま え 、 周知内容の見直し を 検討 

（ 取組２ －２ ） 意見表明等支援体制の検証の実施 

〇 子供へのア ン ケ ート 調査を 通じ て 、 子供の権利の理解度、 意見表明や支援体

制の満足度等を 把握し 、 効果的な 意見表明等支援の体制を 検証 

（ 取組２ －３ ） 児童相談所設置区と 連携し た 意見表明等支援の実施 

〇 児童相談所設置区と 成果や課題を 共有し 、 広域で円滑に意見表明等支援を 実

施でき る よ う 連携 
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（ ２ ） 被措置児童等虐待への対応 

＜課題４ ＞被措置児童等虐待へのよ り 速やかな 対応 

 〇 権利侵害や被措置児童等虐待の事案を 適切に把握し 、 よ り 速やかに相談・ 調査

を 実施する 必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価指標  

 

取組 指標名 
現状 

※１ ０ 月２ 日時点 
目標値 

取組１ －３  社会的養護に関わる 関係職員（ 児

童相談所、 一時保護施設、 里親・

フ ァ ミ リ ーホ ーム 、 施設、 里親支

援セン タ ー、児童家庭支援セン タ

ー、意見表明等支援事業の委託先

団体等の職員） 及び子供自身に対

する 子供の 権利や権利擁護手段

に 関する 研修や啓発プ ロ グ ラ ム

等の実施回数、 受講者等数 

・ 被措置児童

等の権利擁護

に関する 説明

会（ 全１ ０ 回、

参加者１ ５ １

名）  

・ 子供の権利

ノ ート 説明訪

問（ ６ か所、

参加者１ ８ ４

名）  

・ 被措置児童

等の権利擁護

に関する 説明

会（ 全希望者

が参加）  

・ 子供の権利

ノ ート 説明訪

問（ 全対象施

設等を ３ 年ご

と に訪問）  

取組２ －１  

取組２ －２  

意見表明等支援事業を 利用可能

な 子供の 人数及び割合並びに そ

の う ち 事業を 利用し た 子供の 割

合、 第三者への事業委託状況（ 子

供と 利益相反の な い 独立性を 担

保し て いる か）  

・ 利用実績は

集計中 

・ 第三者への

委託は実施済

み 

・ 利用可能な

子供の割合

（ １ ０ ０ ％）  

・ 引き 続き 適

切な 団体へ委

託 

共通 措置児童等を 対象と し た 子供の

権利擁護に 関する 取組に 係る 子

供 本 人 の 認 知 度 （ 知 っ て い る

か）・ 利用度（ 利用し た こ と があ

る か、 利用し やすいか ）・ 満足度

（ 利用し て ど う だっ た か）  

今後調査予定 

・ 希望する 全

て の子供が利

用でき る よ う

周知徹底 

（ 取組４ ） 被措置児童等虐待の過去事例の整理・ 分析を 調査等に活用 

 〇 被措置児童等虐待事案に迅速に対応する た め、過去事例を 整理・ 分析し 、調査、

事実認定の効率化に活用 
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取組１ －１  措置児童等を 対象と し た 子供の

権利に関する 理解度 
今後調査予定 

・ 子供が権利

について 知る

機会を 適切に

確保 

取組１ －１  

取組２ －１  

取組２ －２  

措置児童等を 対象と し た 日頃か

ら 意見表明が で き る 子供の 割合

及び意見表明に係る 満足度 
今後調査予定 

・ 希望する 全

て の子供が意

見表明を でき

る よ う 支援 

取組３  児童福祉審議会に おけ る 子供の

権利擁護に 関する 専門部会又は

そ の 他の 子供の 権利擁護機関の

設置状況、当該専門部会又は権利

擁護機関に 対し て 子供か ら 意見

の申立て があ っ た 件数 

・ 児童福祉審

議会子供権利

擁護部会の設

置、 子供の権

利擁護専門相

談事業の実施 

・ 子供の権利

擁護専門相談

事業におけ る

措置に関する

相談件数（ １

２ 件）  

・ 引き 続き 適

切に相談、 審

議体制を 運用 

・ 引き 続き 子

供から の相談

に適切に対応 

共通 社会的養護施策策定の 際の 検討

委員会への当事者であ る 子供（ 社

会的養護経験者を 含む。） の委員

と し て の 参画の 有無や措置児童

等に 対する ヒ ア リ ン グ やア ン ケ

ート の実施の有無 

・ 児童福祉審

議会専門部会

等における 社

会的養護経験

者の委員任用

及び子供への

ア ン ケ ート 実

施 

引き 続き 実施 
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